
 

1

有
価
証
券
に
係
る
投
資
顧
問
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
一
大
蔵
省
令
第
五
十
四
号
） 

改 
 

正 
 

案 

現 
 
 
 
 

行 

（
登
録
申
請
書
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
三
条 

法
第
五
条
第
一
項
第
七
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一 

（
略
） 

二 

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
役
員
が
、
他
の
会
社
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん
で
い

る
と
き
は
、
当
該
役
員
の
氏
名
又
は
名
称
並
び
に
当
該
他
の
会
社
の
商
号
及
び
業
務
の
種
類
又
は
当
該
事

業
の
種
類 

 

（
登
録
申
請
書
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
） 

第
三
条 

法
第
五
条
第
一
項
第
七
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一 

（
略
） 

二 

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
役
員
が
、
他
の
会
社
の
常
務
に
従
事
し
、
又
は
事
業
を
営
ん
で
い

る
と
き
は
、
当
該
役
員
の
氏
名
並
び
に
当
該
他
の
会
社
の
商
号
及
び
業
務
の
種
類
又
は
当
該
事
業
の
種
類 

 

（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
四
条 

法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。 

一 

登
録
申
請
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
役
員
（
法
人
で
な
い
も
の
に
限
る
。
）
を
い
う

。
第
三
号
及
び
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
令
第
三
条
に
規
定
す
る
使
用
人
（
以
下
「
重
要
な
使
用

人
」
と
い
う
。
）
の
住
民
票
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

二 

登
録
申
請
者
の
役
員
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
役
員
の
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に

代
わ
る
書
面 

三
～
五 

（
略
） 

六 

登
録
申
請
者
の
役
員
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
別
紙
様
式
第
二
号
の
二
に
よ
り
作
成
し
た
当

該
役
員
の
沿
革 

七 

登
録
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
別
紙
様
式
第
三
号
に
よ
り
作
成
し
た
株
主
若
し
く
は

社
員
の
名
簿
並
び
に
定
款
又
は
寄
付
行
為
及
び
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面 

２
・
３ 

（
略
） 

 
（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
） 

第
四
条 

法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。 

一 

登
録
申
請
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
役
員
を
い
う
。
次
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
及
び
令
第
三
条
に
規
定
す
る
使
用
人
（
以
下
「
重
要
な
使
用
人
」
と
い
う
。
）
の
住
民
票
の
抄
本

又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面 

（
新
設
） 

 

二
～
四 

（
略
） 

（
新
設
） 

 

五 

法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
別
紙
様
式
第
三
号
に
よ
り
作
成
し
た
株
主
若
し
く
は
社
員
の
名
簿
並

び
に
定
款
又
は
寄
付
行
為
及
び
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面 

２
・
３ 

（
略
） 

 

（
変
更
の
届
出
） 

第
六
条 

投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式

第
五
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類

を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

役
員
又
は
重
要
な
使
用
人
に
変
更
が
あ
つ
た
場
合 

新
た
に
役
員
又
は
重
要
な
使
用
人
と
な
つ
た
者
に

係
る
第
四
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
当
該
変
更

 

（
変
更
の
届
出
） 

第
六
条 
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式

第
五
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
届
出
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類

を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

役
員
又
は
重
要
な
使
用
人
に
変
更
が
あ
つ
た
場
合 

新
た
に
役
員
又
は
重
要
な
使
用
人
と
な
つ
た
者
に

係
る
第
四
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
及
び
当
該
変
更
に
係
る
同
項
第
五
号



 

2

に
係
る
同
項
第
七
号
に
掲
げ
る
書
類 

三 

（
略
） 

２
～
６ 

（
略
） 

 

に
掲
げ
る
書
類 

三 

（
略
） 

２
～
６ 

（
略
） 

 

（
営
業
保
証
金
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
有
価
証
券
の
種
類
） 

第
十
二
条 

法
第
十
条
第
九
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
有
価
証
券
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
・
二 

（
略
） 

三 

政
府
保
証
債
券
（
証
券
取
引
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
う
ち
政
府
が
元
本
の
償

還
及
び
利
息
の
支
払
に
つ
い
て
保
証
し
て
い
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

四 

（
略
） 

 

 

（
営
業
保
証
金
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
有
価
証
券
の
種
類
） 

第
十
二
条 

法
第
十
条
第
九
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
有
価
証
券
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

政
府
保
証
債
券 

 

四 

（
略
） 

 

 

（
契
約
締
結
前
の
書
面
の
交
付
） 

第
十
七
条 

法
第
十
四
条
第
一
項
第
四
号
（
法
第
九
条
第
四
項
及
び
附
則
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て
適
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

（
略
） 

二 

法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
資
本
金
額
（
出
資
総
額
を
含
む
。
）
並
び
に
そ
の
役
員
及
び
主

要
株
主
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名 

三
～
七 

（
略
） 

２
～
７ 

（
略
） 

 
 

（
契
約
締
結
前
の
書
面
の
交
付
） 

第
十
七
条 

法
第
十
四
条
第
一
項
第
四
号
（
法
第
九
条
第
四
項
及
び
附
則
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て
適
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

（
略
） 

二 

法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
資
本
金
額
（
出
資
総
額
を
含
む
。
）
、
そ
の
役
員
の
氏
名
並
び

に
そ
の
主
要
株
主
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名 

三
～
七 

（
略
） 

２
～
７ 

（
略
） 

 

（
契
約
を
締
結
し
て
い
る
顧
客
に
対
す
る
書
面
の
交
付
） 

第
十
九
条 

（
略
） 

２ 

法
第
三
十
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 

当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
で
あ
つ
て
証
券
業
を
営
む
も
の
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
も
の
又
は
当
該

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
法
第
三
十
条
の
四
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
で
あ
る
法
人
を
相
手

方
と
し
て
行
つ
た
証
券
取
引
行
為
が
あ
る
場
合
は
、
当
該
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
ご
と
に
、
そ
の
内

容 

五 

当
該
顧
客
の
た
め
に
行
つ
た
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
総
額
に
占
め
る
次
に
掲
げ
る
法
人
を
相
手
方

と
す
る
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
総
額
の
割
合 

イ 

（
略
） 

（
契
約
を
締
結
し
て
い
る
顧
客
に
対
す
る
書
面
の
交
付
） 

第
十
九
条 

（
略
） 

２ 

法
第
三
十
三
条
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一
～
三 

（
略
） 

四 
当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
で
あ
つ
て
証
券
業
を
営
む
も
の
若
し
く
は
信
託
業
務
を
営
む
も
の
又
は
当
該

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
法
第
三
十
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
で
あ
る
法
人
を
相
手

方
と
し
て
行
つ
た
証
券
取
引
行
為
が
あ
る
場
合
は
、
当
該
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
ご
と
に
、
そ
の
内

容 

五 

当
該
顧
客
の
た
め
に
行
つ
た
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
総
額
に
占
め
る
次
に
掲
げ
る
法
人
を
相
手
方

と
す
る
証
券
取
引
行
為
に
係
る
取
引
総
額
の
割
合 

イ 

（
略
） 



 

3

ロ 

当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
法
第
三
十
条
の
四
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
で
あ
る
法

人 

ハ 

（
略
） 

 

ロ 

当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
法
第
三
十
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
で
あ
る
法

人 

ハ 

（
略
） 

 

（
業
務
を
執
行
す
る
社
員
等
に
準
ず
る
者
） 

第
二
十
三
条 

令
第
八
条
第
三
号
イ
⑵
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
当
該

者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
職
務
を
行
う
べ
き
社
員
を
含
む
。
）
と
す
る
。 

一 

当
該
法
人
が
株
式
会
社
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
監
査
役
（
委
員
会
設
置
会
社
に
あ
つ
て
は
会

社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
四
百
条
第
四
項
に
規
定
す
る
監
査
委
員
）
及
び
会
計
参
与 

 

 

二
・
三 

（
略
） 

 

（
業
務
を
執
行
す
る
社
員
等
に
準
ず
る
者
） 

第
二
十
三
条 

令
第
八
条
第
三
号
イ
⑵
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る

。 一 

当
該
法
人
が
株
式
会
社
又
は
有
限
会
社
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
監
査
役
（
株
式
会
社
の
監
査

等
に
関
す
る
商
法
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
二
十
二
号
。
以
下
「
商
法
特
例
法
」

と
い
う
。
）
第
一
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
委
員
会
等
設
置
会
社
（
以
下
「
委
員
会
等
設
置
会
社
」
と

い
う
。
）
に
あ
つ
て
は
、
商
法
特
例
法
第
二
十
一
条
の
八
第
七
項
に
規
定
す
る
監
査
委
員
） 

二
・
三 

（
略
） 

 

（
兼
業
の
届
出
） 

第
二
十
六
条
の
三 

投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十
三
条
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十

六
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
兼
業
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

定
款
（
兼
業
し
よ
う
と
す
る
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当

該
業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
（
会
社
法
第
三
百
十
九
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
り
株
主
総
会
の
決
議
が
あ
つ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
場
合
に
該
当
す
る

こ
と
を
証
す
る
書
面
。
以
下
同
じ
。
）
）
の
写
し 

２ 

投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十
三
条
の
届
出
に
係
る
業
務
を
廃
止
し
、
休
止
し
、
又
は
再
開
し
た
と
き
は

、
そ
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
又
は
再
開
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
理
由
を
記

載
し
た
書
面
に
、
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
又
は
再
開
に
関
す
る
取
締
役
会
の
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
兼
業
の
届
出
） 

第
二
十
六
条
の
三 

投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十
三
条
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
十

六
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
兼
業
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

定
款
（
兼
業
し
よ
う
と
す
る
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
）
の
写
し 

  

２ 

投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十
三
条
の
届
出
に
係
る
業
務
を
廃
止
し
、
休
止
し
、
又
は
再
開
し
た
と
き
は

、
そ
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
又
は
再
開
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
理
由
を
記

載
し
た
書
面
に
、
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
又
は
再
開
に
関
す
る
取
締
役
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
七
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
次
に
掲
げ
る
書
類
（
投
資
顧
問
業
者
が

信
託
業
務
を
営
む
場
合
に
お
い
て
は
、
第
七
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
と
し
、
別
表
第
一

（
認
可
の
申
請
） 

第
二
十
七
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
次
に
掲
げ
る
書
類
（
投
資
顧
問
業
者
が

信
託
業
務
を
営
む
場
合
に
お
い
て
は
、
第
七
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
と
し
、
別
表
第
一



 

4

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

取
締
役
、
会
計
参
与
、
監
査
役
若
し
く
は
執
行
役
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
役
職
に
あ
る
者
（
以
下
「
役

員
」
と
い
う
。
）
の
履
歴
書
又
は
沿
革 

二 

（
略
） 

三 

最
終
の
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
、
損
益
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
及

び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
） 

四
～
十
一 

（
略
） 

十
二 

今
後
三
年
間
（
認
可
申
請
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
及
び
そ
の
翌
事
業
年
度
か
ら
起
算
し
て
三
事
業

年
度
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
純
資
産
額
（
資
産
総
額
か
ら
負
債
総
額
を
減
じ
た
金
額
を
い

う
。
）
の
見
込
み 

十
三
～
十
六 

（
略
） 

４
・
５ 

（
略
） 

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

取
締
役
及
び
監
査
役
（
委
員
会
等
設
置
会
社
に
あ
つ
て
は
、
取
締
役
及
び
執
行
役
）
又
は
こ
れ
ら
に
類

す
る
役
職
に
あ
る
者
（
以
下
「
役
員
」
と
い
う
。
）
の
履
歴
書 

二 

（
略
） 

三 

最
終
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
利
益
金
処
分
計
算
書
又
は
損
失
金
処
理
計
算
書 

 

四
～
十
一 

（
略
） 

十
二 

今
後
三
年
間
（
認
可
申
請
の
日
の
属
す
る
営
業
年
度
及
び
そ
の
翌
営
業
年
度
か
ら
起
算
し
て
三
営
業

年
度
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
純
資
産
額
（
資
産
総
額
か
ら
負
債
総
額
を
減
じ
た
金
額
を
い

う
。
）
の
見
込
み 

十
三
～
十
六 

（
略
） 

４
・
５ 

（
略
） 

 

（
認
可
の
審
査
基
準
） 

第
二
十
七
条
の
三 

内
閣
総
理
大
臣
は
、
申
請
が
法
第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
号
の
基
準
に
該
当
す
る
か
ど
う

か
を
審
査
す
る
に
当
た
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
か
ど
う
か
を
審
査
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一 

資
本
金
の
額
（
外
国
の
法
令
に
準
拠
し
て
設
立
さ
れ
た
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
本
邦
支
店
の
持
込
資

本
金
（
資
本
金
に
対
応
す
る
資
産
の
う
ち
国
内
に
持
ち
込
む
も
の
を
い
う
。
）
の
額
と
す
る
。
）
が
五
千

万
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。 

二 

認
可
申
請
時
の
収
支
見
込
み
に
基
づ
く
純
資
産
額
が
、
収
支
見
込
み
対
象
期
間
（
認
可
を
受
け
た
日
の

属
す
る
事
業
年
度
及
び
そ
の
翌
事
業
年
度
か
ら
起
算
し
て
三
事
業
年
度
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
に
お
い
て
五
千
万
円
を
下
回
ら
な
い
水
準
に
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 
（
認
可
の
審
査
基
準
） 

第
二
十
七
条
の
三 

内
閣
総
理
大
臣
は
、
申
請
が
法
第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
号
の
基
準
に
該
当
す
る
か
ど
う

か
を
審
査
す
る
に
当
た
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
か
ど
う
か
を
審
査
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

資
本
の
額
（
外
国
の
法
令
に
準
拠
し
て
設
立
さ
れ
た
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
本
邦
支
店
の
持
込
資
本

金
（
資
本
に
対
応
す
る
資
産
の
う
ち
国
内
に
持
ち
込
む
も
の
を
い
う
。
）
の
額
と
す
る
。
）
が
五
千
万
円

以
上
で
あ
る
こ
と
。 

二 

認
可
申
請
時
の
収
支
見
込
み
に
基
づ
く
純
資
産
額
が
、
収
支
見
込
み
対
象
期
間
（
認
可
を
受
け
た
日
の

属
す
る
営
業
年
度
及
び
そ
の
翌
営
業
年
度
か
ら
起
算
し
て
三
営
業
年
度
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
に
お
い
て
五
千
万
円
を
下
回
ら
な
い
水
準
に
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

三 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

 

 

 

（
証
券
業
を
営
む
投
資
顧
問
業
者
に
係
る
認
可
の
申
請
等
） 

第
二
十
七
条
の
四 

投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
を
営
む
場
合
に
お
い
て
、
当
該
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十

六
条
第
一
項
の
認
可
の
申
請
を
す
る
と
き
は
、
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
書
類

又
は
電
磁
的
記
録
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
書
類
の
正
本
一
部
及
び
そ
の
写
し
一
部
を
、
管
轄
財
務
局
長
を
経

由
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

証
券
業
に
係
る
最
終
の
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
、
損
益
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記

 

（
証
券
業
を
営
む
投
資
顧
問
業
者
に
係
る
認
可
の
申
請
等
） 

第
二
十
七
条
の
四 

投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
を
営
む
場
合
に
お
い
て
、
当
該
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二
十

六
条
第
一
項
の
認
可
の
申
請
を
す
る
と
き
は
、
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
書
類

又
は
電
磁
的
記
録
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
書
類
の
正
本
一
部
及
び
そ
の
写
し
一
部
を
、
管
轄
財
務
局
長
を
経

由
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

証
券
業
に
係
る
最
終
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
利
益
金
計
算
書
又
は
損
失
金
処
理
計
算
書 
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を
含
む
。
）
及
び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
） 

四 

（
略
） 

五 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
が
定
款
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
の
写
し 

 ２ 

（
略
） 

 

 

四 

（
略
） 

五 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
が
定
款
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

の
写
し 

２ 

（
略
） 

 

 

（
信
託
業
務
を
営
む
投
資
顧
問
業
者
に
係
る
認
可
の
申
請
等
） 

第
二
十
七
条
の
五 

投
資
顧
問
業
者
が
信
託
業
務
を
営
む
場
合
に
お
い
て
、
当
該
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二

十
六
条
第
一
項
の
認
可
の
申
請
を
す
る
と
き
は
、
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
書

類
又
は
電
磁
的
記
録
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
書
類
の
正
本
一
部
及
び
そ
の
写
し
一
部
を
、
管
轄
財
務
局
長
を

経
由
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

最
終
の
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
、
損
益
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
及

び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
） 

四 

（
略
） 

五 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
が
定
款
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
の
写
し 

 

２ 

（
略
） 

 

 

（
信
託
業
務
を
営
む
投
資
顧
問
業
者
に
係
る
認
可
の
申
請
等
） 

第
二
十
七
条
の
五 

投
資
顧
問
業
者
が
信
託
業
務
を
営
む
場
合
に
お
い
て
、
当
該
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
二

十
六
条
第
一
項
の
認
可
の
申
請
を
す
る
と
き
は
、
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
添
付
す
べ
き
書

類
又
は
電
磁
的
記
録
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
書
類
の
正
本
一
部
及
び
そ
の
写
し
一
部
を
、
管
轄
財
務
局
長
を

経
由
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

最
終
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
利
益
処
分
計
算
書
又
は
損
失
処
理
計
算
書 

 

四 

（
略
） 

五 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
が
定
款
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

の
写
し 

２ 

（
略
） 

 

 

（
保
有
の
態
様
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
保
有
す
る
議
決
権
か
ら
除
く
議
決
権
） 

第
二
十
七
条
の
七 

法
第
二
十
七
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
議
決
権
は
、
次
に
掲
げ
る
議
決

権
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

会
社
の
役
員
又
は
従
業
員
が
当
該
会
社
の
他
の
役
員
又
は
従
業
員
と
共
同
し
て
当
該
会
社
の
株
式
の
取

得
（
一
定
の
計
画
に
従
い
、
個
別
の
投
資
判
断
に
基
づ
か
ず
、
継
続
的
に
行
わ
れ
、
各
役
員
又
は
従
業
員

の
一
回
当
た
り
の
拠
出
金
額
が
百
万
円
に
満
た
な
い
も
の
に
限
る
。
）
を
し
た
場
合
（
当
該
会
社
が
会
社

法
第
百
五
十
六
条
第
一
項
（
同
法
第
百
六
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
取
得
し
た
株
式
以
外
の
株
式
を
取
得
し
た
と
き
は
、
証
券
会
社
に
委
託
し
て

行
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
当
該
取
得
を
し
た
会
社
の
株
式
を
信
託
さ
れ
た
者
が
所
有
す
る
当

該
会
社
の
株
式
に
係
る
議
決
権
（
当
該
信
託
さ
れ
た
者
が
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
権
限
又
は
行
使
に
つ

（
保
有
の
態
様
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
保
有
す
る
議
決
権
か
ら
除
く
議
決
権
） 

第
二
十
七
条
の
七 

法
第
二
十
七
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
議
決
権
は
、
次
に
掲
げ
る
議
決

権
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 
会
社
の
役
員
又
は
従
業
員
が
当
該
会
社
の
他
の
役
員
又
は
従
業
員
と
共
同
し
て
当
該
会
社
の
株
式
の
取

得
（
一
定
の
計
画
に
従
い
、
個
別
の
投
資
判
断
に
基
づ
か
ず
、
継
続
的
に
行
わ
れ
、
各
役
員
又
は
従
業
員

の
一
回
当
た
り
の
拠
出
金
額
が
百
万
円
に
満
た
な
い
も
の
に
限
る
。
）
を
し
た
場
合
（
当
該
会
社
が
商
法

（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
二
百
十
条
第
一
項
又
は
第
二
百
十
一
条
ノ
三
第
一
項
（
第
一
号

を
除
く
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
取
得
し
た
株
式
以
外
の
株
式
を
取
得
し
た
と
き
は
、
証
券
会
社
に
委
託
し

て
行
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
当
該
取
得
を
し
た
会
社
の
株
式
を
信
託
さ
れ
た
者
が
所
有
す
る

当
該
会
社
の
株
式
に
係
る
議
決
権
（
当
該
信
託
さ
れ
た
者
が
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
権
限
又
は
行
使
に
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い
て
指
図
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
権
限
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

四 

（
略
） 

（
削
る
） 

 

五
・
六 

（
略
） 

 

つ
い
て
指
図
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
権
限
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

四 

（
略
） 

五 

会
社
が
自
己
の
株
式
の
消
却
を
行
う
た
め
に
取
得
し
た
こ
と
に
よ
り
保
有
す
る
当
該
会
社
の
株
式
に
係

る
議
決
権 

六
・
七 

（
略
） 

 

（
取
締
役
の
兼
職
の
承
認
の
申
請
） 

第
二
十
九
条 

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
常
務
に
従
事
す
る
取
締
役
（
委
員
会
設
置
会
社
に
あ
つ
て
は
、
執
行
役

。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
法
第
三
十
条
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第

十
九
号
に
よ
り
作
成
し
た
承
認
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
、
当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
を
経

由
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

他
の
会
社
の
常
務
に
従
事
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類 

イ
・
ロ 

（
略
） 

ハ 

当
該
他
の
会
社
の
定
款
、
最
終
の
事
業
報
告
、
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
、
損
益

計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
及
び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）

そ
の
他
最
近
に
お
け
る
業
務
、
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
書
類 

三 

（
略
） 

 

２ 

（
略
） 

 

 

（
取
締
役
の
兼
職
の
承
認
の
申
請
） 

第
二
十
九
条 

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
常
務
に
従
事
す
る
取
締
役
（
委
員
会
等
設
置
会
社
に
あ
つ
て
は
、
執
行

役
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
法
第
三
十
条
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式

第
十
九
号
に
よ
り
作
成
し
た
承
認
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
、
当
該
認
可
投
資
顧
問
業
者
を

経
由
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

他
の
会
社
の
常
務
に
従
事
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類 

イ
・
ロ 

（
略
） 

ハ 

当
該
他
の
会
社
の
定
款
、
最
終
の
営
業
報
告
書
、
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
利
益
金
処
分
計

算
書
又
は
損
失
金
処
理
計
算
書
そ
の
他
最
近
に
お
け
る
業
務
、
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
知
る
こ
と
が

で
き
る
書
類 

三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
禁
止
行
為
） 

第
二
十
九
条
の
二 

法
第
三
十
条
の
四
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ

る
行
為
と
す
る
。 

一
～
六 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
禁
止
行
為
） 

第
二
十
九
条
の
二 

法
第
三
十
条
の
三
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ

る
行
為
と
す
る
。 

一
～
六 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
利
害
関
係
人
と
の
間
に
お
け
る
禁
止
行
為
） 

第
二
十
九
条
の
三 

法
第
三
十
条
の
四
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ

る
行
為
と
す
る
。 

一 

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
利
害
関
係
人
（
法
第
三
十
条
の
四
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
を

い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融
機
関
が
特
定
の
有

価
証
券
の
引
受
け
等
を
行
つ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
の
利
害
関
係
人
と
の
間
に
お
け
る
禁
止
行
為
） 

第
二
十
九
条
の
三 
法
第
三
十
条
の
三
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ

る
行
為
と
す
る
。 

一 

認
可
投
資
顧
問
業
者
の
利
害
関
係
人
（
法
第
三
十
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
利
害
関
係
人
を

い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融
機
関
が
特
定
の
有

価
証
券
の
引
受
け
等
を
行
つ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融
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機
関
に
対
す
る
当
該
有
価
証
券
の
取
得
又
は
買
付
け
の
申
込
み
の
額
が
当
該
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者

又
は
登
録
金
融
機
関
が
予
定
し
て
い
た
額
に
達
し
な
い
と
見
込
ま
れ
る
状
況
の
下
で
、
当
該
証
券
会
社
、

証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融
機
関
の
要
請
を
受
け
て
当
該
有
価
証
券
を
取
得
し
、
又
は
買
い
付
け
る
こ

と
を
内
容
と
し
た
投
資
判
断
に
基
づ
く
投
資
を
行
う
こ
と
。 

二 

（
略
） 

 

機
関
に
対
す
る
当
該
有
価
証
券
の
取
得
又
は
買
付
け
の
申
込
み
の
額
が
当
該
証
券
会
社
、
証
券
仲
介
業
者

又
は
登
録
金
融
機
関
が
予
定
し
て
い
た
額
に
達
し
な
い
と
見
込
ま
れ
る
状
況
の
下
で
、
当
該
証
券
会
社
、

証
券
仲
介
業
者
又
は
登
録
金
融
機
関
の
要
請
を
受
け
て
当
該
有
価
証
券
を
取
得
し
、
又
は
買
い
付
け
る
こ

と
を
内
容
と
し
た
投
資
判
断
に
基
づ
く
投
資
を
行
う
こ
と
。 

二 

（
略
） 

 

（
兼
業
の
承
認
の
申
請
） 

第
三
十
条 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は

、
別
紙
様
式
第
二
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
承
認
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局

長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
の
変
更
を
必
要
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
に
関
す
る
株
主
総
会
の
議
事
録
そ
の
他
必
要
な

手
続
が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

 

 

（
兼
業
の
承
認
の
申
請
） 

第
三
十
条 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は

、
別
紙
様
式
第
二
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
承
認
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局

長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
の
変
更
を
必
要
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
に
関
す
る
株
主
総
会
の
議
事
録 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
を
営
も
う
と
す
る
場
合
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
三
十
条
の
二 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
証
券
業
の
兼
業
の
認
可
を

受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
（
証
券
業
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業

目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
）
の
写
し 

２ 

（
略
） 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
を
営
も
う
と
す
る
場
合
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
三
十
条
の
二 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
証
券
業
の
兼
業
の
認
可
を

受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書

類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
（
証
券
業
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事
業

目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
）
の
写
し 

２ 

（
略
） 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
信
託
業
務
を
営
も
う
と
す
る
場
合
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
三
十
条
の
三 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
信
託
業
務
の
兼
業
の
認
可

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る

書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
（
信
託
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事

業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
）
の
写
し 

２ 

（
略
） 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
信
託
業
務
を
営
も
う
と
す
る
場
合
の
認
可
の
申
請
等
） 

第
三
十
条
の
三 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
信
託
業
務
の
兼
業
の
認
可

を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
号
イ
に
よ
り
作
成
し
た
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る

書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一
～
四 

（
略
） 

五 

定
款
（
信
託
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
業
務
の
そ
の
事

業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
）
の
写
し 

２ 

（
略
） 
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（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
又
は
信
託
業
務
を
営
む
場
合
の
兼
業
の
届
出
） 

第
三
十
条
の
四 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
三
項
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙

様
式
第
二
十
一
号
ロ
に
よ
り
作
成
し
た
兼
業
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

定
款
（
兼
業
し
よ
う
と
す
る
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
）
の
写
し 

２ 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
三
項
の
届
出
に
係
る
業
務
内
容
を
変
更
し
、
又
は
当
該
業
務

を
廃
止
し
、
休
止
し
、
若
し
く
は
再
開
し
た
と
き
は
、
そ
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
当
該
業
務
内
容
の
変

更
又
は
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
若
し
く
は
再
開
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
、
当

該
業
務
内
容
の
変
更
若
し
く
は
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
若
し
く
は
再
開
に
関
す
る
取
締
役
会
の
議
事
録
そ

の
他
必
要
な
手
続
が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

 

 

（
認
可
投
資
顧
問
業
者
が
証
券
業
又
は
信
託
業
務
を
営
む
場
合
の
兼
業
の
届
出
） 

第
三
十
条
の
四 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
三
項
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙

様
式
第
二
十
一
号
ロ
に
よ
り
作
成
し
た
兼
業
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

定
款
（
兼
業
し
よ
う
と
す
る
業
務
が
そ
の
事
業
目
的
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

業
務
の
そ
の
事
業
目
的
へ
の
追
加
に
係
る
株
主
総
会
の
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
）
の
写
し 

２ 

認
可
投
資
顧
問
業
者
は
、
法
第
三
十
一
条
第
三
項
の
届
出
に
係
る
業
務
内
容
を
変
更
し
、
又
は
当
該
業
務

を
廃
止
し
、
休
止
し
、
若
し
く
は
再
開
し
た
と
き
は
、
そ
の
日
か
ら
二
週
間
以
内
に
、
当
該
業
務
内
容
の
変

更
又
は
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
若
し
く
は
再
開
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
、
当

該
業
務
内
容
の
変
更
若
し
く
は
当
該
業
務
の
廃
止
、
休
止
若
し
く
は
再
開
に
関
す
る
取
締
役
会
の
議
事
録
又

は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面
を
添
付
し
て
、
管
轄
財
務
局
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
営
業
報
告
書
の
縦
覧
） 

第
三
十
四
条 

管
轄
財
務
局
長
は
、
そ
の
登
録
を
し
た
投
資
顧
問
業
者
の
直
前
事
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書

の
う
ち
、
顧
客
の
秘
密
を
害
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
項
及
び
当
該
投
資
顧
問
業
者
の
業
務
の
遂
行
上
不
当
な

不
利
益
を
与
え
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
項
を
除
き
投
資
者
の
保
護
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
部
分
を
、
当
該
投
資

顧
問
業
者
の
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
局
（
当
該
所
在
地
が
福
岡
財
務
支
局
の
管
轄
区
域

内
に
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
福
岡
財
務
支
局
）
に
備
え
置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

 

（
営
業
報
告
書
の
縦
覧
） 

第
三
十
四
条 

管
轄
財
務
局
長
は
、
そ
の
登
録
を
し
た
投
資
顧
問
業
者
の
直
前
営
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書

の
う
ち
、
顧
客
の
秘
密
を
害
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
項
及
び
当
該
投
資
顧
問
業
者
の
業
務
の
遂
行
上
不
当
な

不
利
益
を
与
え
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
項
を
除
き
投
資
者
の
保
護
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
部
分
を
、
当
該
投
資

顧
問
業
者
の
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
局
（
当
該
所
在
地
が
福
岡
財
務
支
局
の
管
轄
区
域

内
に
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
福
岡
財
務
支
局
）
に
備
え
置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
営
業
報
告
書
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
） 

第
三
十
七
条 

外
国
の
法
令
に
準
拠
し
て
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
外
国
に
住
所
を
有
す
る
個
人
で
あ
る
投
資
顧

問
業
者
が
国
内
に
あ
る
顧
客
を
相
手
方
と
し
て
投
資
顧
問
業
又
は
投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
を
営
む
場
合

に
お
け
る
当
該
投
資
顧
問
業
者
（
以
下
「
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧
問
業
者
」
と
い
う
。
）
が
、
令
第
十

七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
五
条
第
一
項
（
法
第
九
条
第
四
項
及
び
附

則
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
承
認
申
請
書
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

当
該
営
業
報
告
書
に
係
る
事
業
年
度
終
了
の
日 

三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

（
営
業
報
告
書
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
） 

第
三
十
七
条 

外
国
の
法
令
に
準
拠
し
て
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
外
国
に
住
所
を
有
す
る
個
人
で
あ
る
投
資
顧

問
業
者
が
国
内
に
あ
る
顧
客
を
相
手
方
と
し
て
投
資
顧
問
業
又
は
投
資
一
任
契
約
に
係
る
業
務
を
営
む
場
合

に
お
け
る
当
該
投
資
顧
問
業
者
（
以
下
「
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧
問
業
者
」
と
い
う
。
）
が
、
令
第
十

七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
五
条
第
一
項
（
法
第
九
条
第
四
項
及
び
附

則
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
承
認
申
請
書
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

当
該
営
業
報
告
書
に
係
る
営
業
年
度
終
了
の
日 

三 

（
略
） 

２ 

（
略
） 
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３ 

金
融
庁
長
官
は
、
第
一
項
の
承
認
の
申
請
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧

問
業
者
が
、
そ
の
本
国
の
商
業
帳
簿
の
作
成
に
関
す
る
法
令
又
は
慣
行
に
よ
り
、
営
業
報
告
書
を
そ
の
事
業

年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
提
出
で
き
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
申
請
の
あ
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度

（
そ
の
日
が
事
業
年
度
開
始
後
六
月
以
内
（
直
前
事
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書
の
提
出
に
関
し
て
当
該
承

認
を
受
け
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
承
認
を
受
け
た
期
間
内
）
の
日
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ

の
直
前
事
業
年
度
）
か
ら
当
該
申
請
に
係
る
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
理
由
に
つ
い
て
消
滅
又
は
変
更
が

あ
る
こ
と
と
な
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
事
業
年
度
ま
で
の
事
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書
に
つ
い

て
、
承
認
を
す
る
も
の
と
す
る
。 

４ 

前
項
の
承
認
は
、
同
項
の
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧
問
業
者
が
毎
事
業
年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
次
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
す
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る

。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
書
類
提
出
前
五
年
以
内
に
提
出
さ
れ
た
書
類
に
記

載
さ
れ
た
事
項
と
同
一
内
容
の
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
事
項
は
記
載
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

当
該
事
業
年
度
中
に
当
該
承
認
に
係
る
申
請
の
理
由
に
つ
い
て
消
滅
又
は
変
更
が
な
か
つ
た
旨 

二 

（
略
） 

５ 

（
略
） 

３ 

金
融
庁
長
官
は
、
第
一
項
の
承
認
の
申
請
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧

問
業
者
が
、
そ
の
本
国
の
商
業
帳
簿
の
作
成
に
関
す
る
法
令
又
は
慣
行
に
よ
り
、
営
業
報
告
書
を
そ
の
営
業

年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
提
出
で
き
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
申
請
の
あ
つ
た
日
の
属
す
る
営
業
年
度

（
そ
の
日
が
営
業
年
度
開
始
後
六
月
以
内
（
直
前
営
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書
の
提
出
に
関
し
て
当
該
承

認
を
受
け
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
承
認
を
受
け
た
期
間
内
）
の
日
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ

の
直
前
営
業
年
度
）
か
ら
当
該
申
請
に
係
る
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
理
由
に
つ
い
て
消
滅
又
は
変
更
が

あ
る
こ
と
と
な
る
日
の
属
す
る
営
業
年
度
の
直
前
営
業
年
度
ま
で
の
営
業
年
度
に
係
る
営
業
報
告
書
に
つ
い

て
、
承
認
を
す
る
も
の
と
す
る
。 

４ 

前
項
の
承
認
は
、
同
項
の
外
国
法
人
等
で
あ
る
投
資
顧
問
業
者
が
毎
営
業
年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
次
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
金
融
庁
長
官
に
提
出
す
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
行
わ
れ
る
も
の
と
す
る

。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
当
該
書
類
提
出
前
五
年
以
内
に
提
出
さ
れ
た
書
類
に
記

載
さ
れ
た
事
項
と
同
一
内
容
の
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
事
項
は
記
載
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

当
該
営
業
年
度
中
に
当
該
承
認
に
係
る
申
請
の
理
由
に
つ
い
て
消
滅
又
は
変
更
が
な
か
つ
た
旨 

二 

（
略
） 

５ 

（
略
） 

 

（
駐
在
員
事
務
所
の
届
出
） 

第
三
十
八
条 

法
第
五
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
外
国
で

投
資
顧
問
業
を
営
む
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。

）
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

資
本
金
の
額
又
は
出
資
の
総
額 

四
・
五 

（
略
） 

 
（
駐
在
員
事
務
所
の
届
出
） 

第
三
十
八
条 

法
第
五
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
外
国
で

投
資
顧
問
業
を
営
む
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
三
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。

）
と
す
る
。 

一
・
二 

（
略
） 

三 

資
本
の
額
又
は
出
資
の
総
額 

四
・
五 

（
略
） 

 

別
表
第
一 

添
付
書
類 

様
式 

役
員
（
法
人
で
な
い
も
の
に
限
る
。
）
の
履
歴
書 

（
略
） 

役
員
（
法
人
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
沿
革 

別
紙
様
式
第

二
号
の
二 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

別
表
第
一 

添
付
書
類 

様
式 

役
員
の
履
歴
書 

（
略
） 

（
新
設
） 

 

（
新
設
） 

 

（
略
） 

 

（
略
） 
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最
終
の
貸
借
対
照
表
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
）
、
損
益
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記

を
含
む
。
）
及
び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
（
関
連
す
る
注
記
を
含
む
。
） 

（
略
） 

 
 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

 

別
表
第
二 

届
出
事
項 

記
載
事
項 

添
付
書
類 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業

務
の
廃
止 

（
略
） 

一 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手

続
が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

二 
（
略
） 

 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

法
第
二
十
三
条
の
届
出
に

係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

法
第
二
十
三
条
の
届
出
に

係
る
業
務
の
休
止
又
は
再

開 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

法
第
三
十
一
条
第
一
項
た

だ
し
書
の
承
認
に
係
る
業

務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

法
第
三
十
一
条
第
二
項
の

認
可
に
係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

 
 

最
終
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
利
益
金
処
分
計
算
書
又
は
損
失
金
処
理
計
算

書 

（
略
） 

 
 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

 

別
表
第
二 

届
出
事
項 

記
載
事
項 

添
付
書
類 

投
資
一
任
契
約
に
係
る
業

務
の
廃
止 

（
略
） 

一 

取
締
役
会
議
事
録 

二 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

法
第
二
十
三
条
の
届
出
に

係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

法
第
二
十
三
条
の
届
出
に

係
る
業
務
の
休
止
又
は
再

開 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

法
第
三
十
一
条
第
一
項
た

だ
し
書
の
承
認
に
係
る
業

務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録 

 
（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 

法
第
三
十
一
条
第
二
項
の

認
可
に
係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録 

 

（
略
） 

 

 

（
略
） 

 

（
略
） 
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法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
内
容

の
変
更 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
休
止

又
は
再
開 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
そ
の
他
必
要
な
手
続

が
あ
つ
た
こ
と
を
証
す
る
書
面 

役
員
の
異
動 

一 

氏
名
又
は
名
称
及
び

役
職
名 

二 

（
略
） 

一 

履
歴
書
又
は
沿
革
（
新
任
の
み
） 

二
・
三 

（
略
） 

 
 

 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

 
 

法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
内
容

の
変
更 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
廃
止 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

法
第
三
十
一
条
第
三
項
の

届
出
に
係
る
業
務
の
休
止

又
は
再
開 

（
略
） 

取
締
役
会
議
事
録
又
は
こ
れ
に
代
わ
る

書
面 

役
員
の
異
動 

一 

氏
名
及
び
役
職
名 

二 

（
略
） 

一 

履
歴
書
（
新
任
の
み
） 

二
・
三 

（
略
） 

 
 

 
 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

 
 

 
 

 
 

  



有 価 証 券 に 係 る 投 資 顧 問 業 の 規 制 等 に 関 す る 法 律 施 行 規 則(昭 和 六 十 一 年 大 蔵 省 令 第 五 十 四 号) 

改正案 現行 

別紙様式第一号（第１条関係） 

                         （日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

（第２面）

＊登録番号  財務（支）局長 第    号 （  年   月    日） 

 

 

 １．法人・個人の別 法    人 個     人 

    （ふりがな）  

 ２．商号又は名称 

 

 

    （ふりがな）  

 ３．氏     名 

  （法人にあつては、 

   代表者の氏名） 

 

 

 

 

 ４．住     所 

 

（郵便番号   ） 

                電話番号（ ） － 

 ５．資本金額   

 

 

千円 

 ６．役員     

    （ふりがな）  

    氏名又は名称 

 

役職名 

 

 

住          所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

 （略） 

 

（第３面）

（略） 

 

（第４面）

（略） 

 

（第５面）

（略） 

別紙様式第一号（第１条関係） 

                         （日本工業規格Ａ４） 

（第１面） 

（略） 

 

（第２面） 

＊登録番号  財務（支）局長 第    号 （  年   月    日） 

 

 

 １．法人・個人の別 法    人 個     人 

    （ふりがな）  

 ２．商号又は名称 

 

 

    （ふりがな）  

 ３．氏     名 

  （法人にあつては、 

   代表者の氏名） 

 

 

 

 

 ４．住     所 

 

（郵便番号   ） 

                電話番号（ ） － 

 ５．資本金額   

 

 

千円 

 ６．役員     

    （ふりがな）  

    氏     名 

 

役職名 

 

 

住          所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

 （略） 

 

（第３面） 

（略） 

 

（第４面） 

（略） 

 

（第５面） 

（略） 



 

（第６面）

（略） 

 

（第７面）

（略） 

 

（第８面）

 12 役員の兼職状況 

      （ふりがな）  

役員の氏名又は名称 

    常務に従事している他の会社の商号及び業務の種類 

   又は他に営んでいる事業の種類 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

 （略） 

 

（第９面）

（略） 

 

 

（第６面） 

（略） 

 

（第７面） 

（略） 

 

（第８面） 

 12 役員の兼職状況 

      （ふりがな）  

役員の氏名 

    常務に従事している他の会社の商号及び業務の種類 

   又は他に営んでいる事業の種類 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

 （略） 

 

（第９面） 

（略） 

 

別紙様式第二号(第４条第１項第５号又は第 27 条第３項第１号及び第２号関係) 

（日本工業規格Ａ４）

登録申請者等の履歴書 

（ふりがな） 

氏   名 

 

 

 

   現 住 所 

（郵便番号     ） 

 

                 電話番号（  ）  － 

役職名等  生年月日         年   月   日（満  歳） 

   期    間 内        容 職 

 歴 

 及 

 び 

 兼 

 職 

 状 

 況 

自  年   月   日

 至   年   月   日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    年    月    日 賞 罰 の 内 容 賞

罰 

 

 

 

 

 

別紙様式第二号(第４条第１項第４号又は第 27 条第３項第１号及び第２号関係) 

（日本工業規格Ａ４） 

登録申請者等の履歴書 

 （ふりがな） 

   氏   名 

 

 

 

   現 住 所 

（郵便番号     ） 

 

                 電話番号（  ）  － 

役職名等  生年月日         年   月   日（満  歳） 

   期    間 内        容 職

 歴

 及

 び

 兼

 職

 状

 況

自  年   月   日

 至   年   月   日

 

 

 

 

    年    月    日 賞 罰 の 内 容 賞

罰

 

 

 

 

 



 

    上記のとおり相違ありません。 

 

               年   月   日 氏名           印 

 

（記載上の注意） 

 １～３ （略） 

 ４  「認可申請者等」とは、認可申請者（その代表者）、その取締役及び監査役（委員会

設置会社にあつては、取締役及び執行役）（会計参与設置会社にあつては、会計参与を

含む。）又はこれらに類する役職にある者並びに投資一任契約に係る投資判断者等をい

う。 

 

 

 

    上記のとおり相違ありません。 

 

               年   月   日 氏名           印 

 

（記載上の注意） 

 １～３ （略） 

 ４  「認可申請者等」とは、認可申請者（その代表者）、その取締役及び監査役（委員会

等設置会社にあつては、取締役及び執行役）又はこれらに類する役職にある者並びに

投資一任契約に係る投資判断者等をいう。 

 

別紙様式第二号の二（第４条第１項第６号及び第 27 条第３項第 1号関係） 

                               （日本工業規格Ａ４）

登録申請者の法人役員の沿革 

（ ふ り が な ）  

商 号 

又 は 名 称 

 

 

（ ふ り が な ）  

代 表 者 の 氏 名  

 

住 所 （郵便番号  －   ） 

 

電話番号（  ）   －   

設 立 年 月 日 

及 び 

設 立 時 の 事 業 

 

 

 

設 立 の 経 緯  

 

 

設 年 月 沿  革  の  内  容 

   

立   

   

後   

   

の   

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

沿   

   

革 

 

  

年 月 日 賞  罰  の  内  容 賞  

罰   

上記のとおり相違ありません。 

         年  月  日          代表者の氏名  印 

（記載上の注意） 

１．「商号又は名称」は、登記簿上の商号又は名称を記載すること。 

２．「住所」は、登記すべき本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

３．会計参与にあつては、設立時の事業の記載は不要。 

４．「賞罰」は、法第７条第１項第８号に該当するものをすべて記載すること。 

５．認可申請書の提出に当たつて使用する場合は、「登録申請者」を「認可申請者」とす

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第三号（第４条第１項第７号関係） 

（略） 

 

別紙様式第三号（第４条第１項第５号関係） 

（略） 

別紙様式第十七号（第 27 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

年  月  日

   内閣総理大臣 殿 

 

                  申請者 登録番号  財務（支）局長  第    号

                      住  所 

 

                      商  号 

                      代表者の 

                      役職氏名             印

 

投資一任契約に係る業務の認可申請書 

 

  有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律第 24 条第１項の規定による投資一

任契約に係る業務の認可を受けたいので、同法第 26 条第１項の規定に基づき認可を申

請します。 

 

別紙様式第十七号（第 27 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

年  月  日 

   内閣総理大臣 殿 

 

                  申請者 登録番号  財務（支）局長  第    号 

                      住  所 

 

                      商  号 

                      代表者の 

                      役職氏名             印 

 

投資一任契約に係る業務の認可申請書 

 

  有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律第 24 条第１項の規定による投資一

任契約に係る業務の認可を受けたいので、同法第 26 条第１項の規定に基づき認可を申

請します。 

 



 １．商号及び住所   

    商  号  

    住  所  

 

 ２．資 本 金 の 額              千円 

 

   ３．取締役及び監査役（委員会設置会社にあつては、取締役及び執行役）の氏名 

氏          名 役    職    名 代表権の有無 常勤･非常勤の別

    

    

    

 

 
 
 
     

 

 

  ４．会計参与設置会社にあつては、会計参与の氏名又は名称 

氏 名 又 は 名 称 役  職  名 

  

  

  

 

 

 

 

   

  

 １．商号及び住所   

    商  号  

    住  所  

 

 ２．資 本 の 額              千円 

 

   ３．取締役及び監査役の氏名 

氏          名 役    職    名 代表権の有無 常勤･非常勤の別 

    

    

    

    

 

 
 
 
 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

  ５．営業所の名称及び所在地 

名          称 設置年月日 所   在   地 

 主 た る 営 業 所 年 月 日  

  その他の営業所 年 月 日  

 年 月 日  

 

 

 

 

  年 月 日  

  

 

  ４．営業所の名称及び所在地 

名          称 設置年月日 所   在   地 

 主 た る 営 業 所 年 月 日  

  その他の営業所 年 月 日  

 年 月 日  

 年 月 日  

 

 

 

 

 

  
 

別紙様式第十八号イ（第 27 条第３項関係）  

                              （日本工業規格Ａ４）

最終の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 

１．貸 借 対 照 表 

年 月 日現在 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 当 期 前 期 科目 当 期 前 期

 流 動 資 産 千円 千円 流 動 負 債 千円 千円

 

  現金・預金      短期借入金   

 

別紙様式第十八号イ（第 27 条第３項関係）  

                              （日本工業規格Ａ４） 

最終の貸借対照表、損益計算書及び利益金処分計算書又は損失金処理計算書 

１．貸 借 対 照 表 

年 月 日現在 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 当 期 前 期 科目 当 期 前 期 

 流 動 資 産 千円 千円 流 動 負 債 千円 千円

  現金・預金      短期借入金   

 

 

 



  前払金      前受金   

  前払費用      前受収益   

  未収入金      未払金   

  未収収益      未払費用   

  有価証券      未払事業税   

  繰延税金資産      未払法人税等   

      繰延税金負債   

  貸倒引当金 △  △    

 固 定 資 産    固 定 負 債   

   有形固定資産      長期借入金   

    建   物      退職給付引当金   

    器具・備品      繰延税金負債   

    土   地      

    負 債 合 計   

   純 資 産 の 部 

   無形固定資産    株主資本   

  投資その他の資産     資本金   

    投資有価証券      新株式申込証拠金   

    長期差入保証金      資本剰余金   

     繰延税金資産        資本準備金   

        その他資本剰余金   

     利益剰余金   

       利益準備金   

       その他利益剰余金   

        積立金   

   繰越利益剰余金   

       自己株式   

    自己株式申込証拠金   

    評価・換算差額等   

    その他有価証券評価差

額金 

  

    繰延ヘッジ損益   

    土地再評価差額金   

     貸倒引当金 △ △ 新株予約権   

 繰 延 資 産   純資産合計   

 資 産 合 計   負債・純資産合計   

 

 

 

  前払金      前受金   

  前払費用      前受収益   

  未収入金      未払金   

  未収収益      未払費用   

  有価証券      未払事業税   

  繰延税金資産      未払法人税等   

      繰延税金負債   

  貸倒引当金 △  △    

 固 定 資 産    固 定 負 債   

   有形固定資産      長期借入金   

    建   物      退職給付引当金   

    器具・備品      繰延税金負債   

    土   地      

    負 債 合 計   

   資 本 の 部 

   無形固定資産    資本金   

  投資等    資本剰余金   

    投資有価証券      資本準備金   

    長期差入保証金      その他資本剰余金   

     繰延税金資産        減資差益   

        自己株式処分差

益 

  

    利益剰余金   

      利益準備金   

      その他利益剰余金   

       任意積立金   

       当期未処分利益

    （又は当期未処

理損失） 

  

     

 

 

 

 

 

    （うち当期純利

益（又は当期純

損失）） 

 

 

 

 

    土地再評価差額金   

     その他有価証券評価

差額金 

  

     貸倒引当金 △ △  自己株式   

 繰 延 資 産    資本合計   

 資 産 合 計    負債・資本合計   

 



（記載上の注意） 

（略） 

  

（記載上の注意） 

（略） 

  

（日本工業規格Ａ４）

２．損 益 計 算 書 

自   年  月  日 

至   年  月  日 

金              額 
科       目 

当       期 前       期 

営業収益              千円 千円

投資顧問料   

   

   

   

営業収益計   

営業費用   

人件費   

不動産関係費   

租税公課   

通信交通費   

調査研究費   

広告宣伝費   

   

営業費用計   

営業損益   

営業外収益   

受取利息   

有価証券売却益   

   

営業外収益計   

営業外費用   

経常損益   

特別損益   

税引前当期純利益 

（又は税引前当期純損失） 

  

法人税等   

法人税等調整額   

当期純利益 

（又は当期純損失） 

  

 

（日本工業規格Ａ４） 

２．損 益 計 算 書 

自   年  月  日 

至   年  月  日 

金              額 
科       目 

当       期 前       期 

営業収益         千円 千円 

投資顧問料   

   

   

   

営業収益計   

営業費用   

人件費   

不動産関係費   

租税公課   

通信交通費   

調査研究費   

広告宣伝費   

   

営業費用計   

営業損益   

営業外収益   

受取利息   

有価証券売却益   

   

営業外収益計   

営業外費用   

経常損益   

特別損益   

税引前当期純利益 

（又は税引前当期純損失） 

  

法人税等   

法人税等調整額   

当期純利益 

（又は当期純損失） 

  



  

 

 

前期繰越利益 

（又は前期繰越損失） 

  

当期未処分利益 

（又は当期未処理損失） 

  

    
  

（日本工業規格Ａ４）

３．株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 株主資本   

資本金 前期末残高   

 当期変動額 新株の発行  

  当期末残高   

資本剰余金    

 資本準備金 前期末残高   

 当期変動額 新株の発行  

 当期末残高   

 その他資本剰余金 前期末残高及び当

期末残高   

資本剰余金合計 前期末残高   

 当期変動額  

 当期末残高   

利益剰余金    

 利益準備金 前期末残高   

 当期変動額 剰余金の配当に伴う積立て

 

 当期末残高  

 その他利益剰余金   

    XX 積立金 前期末残高及び 

当期末残高  

    繰越利益剰余金 前期末残高  

 当期変動額 剰余金の配当 

  当期純利益 

 当期末残高  

利益剰余金合計 前期末残高  

 当期変動額  

 当期末残高  

自己株式 前期末残高  

 当期変動額 自己株式の処分 

（日本工業規格Ａ４） 

３．利 益 処 分 計 算 書 

自   年  月  日 

至   年  月  日 

科         目 金       額 備       考 

当期未処分利益 千円  

準備金取崩し   

   

   

   

計   

上記金額の処分   

利益準備金   

配当金  １株当たり配当額 

現金      円 

株式      円 

役員賞与金   

   

   

   

計   

次期繰越利益   

     



 当期末残高  

株主資本合計 前期末残高  

 当期変動額  

 当期末残高  

評価・換算差額等   

 

その他有価証券評価

差額金 前期末残高  

  当期変動額(純額)  

  当期末残高  

 繰延ヘッジ損益 前期末残高  

  当期変動額(純額)  

  当期末残高  

 評価・換算差額等合計 前期末残高  

  当期変動額  

  当期末残高  

新株予約権 前期末残高  

  当期変動額(純額)  

  当期末残高  

純資産合計 前期末残高  

  当期変動額  

  当期末残高  

      
 

（削る） 

 

（日本工業規格Ａ４） 

４．損 失 処 理 計 算 書 

自   年  月  日 

至   年  月  日 

科         目 金       額 備       考 

当期未処理損失 千円  

上記金額の処理   

利益準備金取崩し   

 資本準備金取崩し   

   

   

   

   

計   



次期繰越損失   

     
 

別紙様式第十八号ハ（第 27 条第３項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

会 社 の 概 要 及 び 沿 革 

 １．会社の概要及び沿革 

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

    ⑵  設立の経緯 

    ⑶  設立後の沿革 

    ⑷  他に営んでいる事業 

    ⑸  組織図（別添） 

  ２．人員配置（  年  月  日現在） 

    ⑴  役職員        名 

    ⑵  取締役         名 

      常勤・代表権有     名  常勤・代表権無     名 

      非常勤・代表権有    名 非常勤・代表権無    名 

    ⑶  監査役        名（うち常勤    名） 

  ⑷  会計参与       名 

    ⑸  従業員        名（男   名、女   名） 

     （うち親会社等からの出向者    名） 

    ⑹  役職員人数別配置表（部・課別等：別添でも可） 

  ３．海外親会社等の概要及び沿革 （別紙１） 

  ４．海外子会社等の概要及び沿革 （別紙２） 

  ５．申請者と海外親会社及び海外子会社との関係を示すグループ関係図 

（記載上の注意） 

  １ 「２．人員配置⑵」について、委員会設置会社にあつては、執行役の人数（代表権

の有無ごとの内訳を含む。）及び取締役の人数（常勤、非常勤ごとの内訳を含む。）を

記載すること。 

 ２ 「人員配置⑶」について、委員会設置会社にあつては、会社法第２条第 12 項に規定

する各委員会を組織する取締役の人数（そのうちの社外取締役の人数を含む。）を記載

すること。 

 ３～５ （略） 

 

（日本工業規格Ａ４）

（別紙１） 

海 外 親 会 社 等 の 概 要 及 び 沿 革 

１．概要 

  ⑴ 商  号  

  ⑵ 代表者の役職・氏名 

 

別紙様式第十八号ハ（第 27 条第３項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

会 社 の 概 要 及 び 沿 革 

 １．会社の概要及び沿革 

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

    ⑵  設立の経緯 

    ⑶  設立後の沿革 

    ⑷  他に営んでいる事業 

    ⑸  組織図（別添） 

  ２．人員配置（  年  月  日現在） 

    ⑴  役職員        名 

    ⑵  取締役         名 

      常勤・代表権有     名  常勤・代表権無     名 

      非常勤・代表権有    名 非常勤・代表権無    名 

    ⑶  監査役        名（うち常勤    名） 

    （新設） 

⑷  従業員        名（男   名、女   名） 

     （うち親会社等からの出向者    名） 

    ⑸  役職員人数別配置表（部・課別等：別添でも可） 

  ３．海外親会社等の概要及び沿革 （別紙１） 

  ４．海外子会社等の概要及び沿革 （別紙２） 

  ５．申請者と海外親会社及び海外子会社との関係を示すグループ関係図 

（記載上の注意） 

  １ 「２．人員配置⑵」について、委員会等設置会社にあつては、執行役の人数（代表

権の有無ごとの内訳を含む。）及び取締役の人数（常勤、非常勤ごとの内訳を含む。）

を記載すること。 

 ２ 「人員配置⑶」について、委員会等設置会社にあつては、商法特例法第 21 条の５第

１項第１号から第３号までに規定する各委員会を組織する取締役の人数（そのうちの

社外取締役の人数を含む。）を記載すること。 

 ３～５ （略） 

 

（日本工業規格Ａ４） 

（別紙１） 

海 外 親 会 社 等 の 概 要 及 び 沿 革 

１．概要 

  ⑴ 商  号  

  ⑵ 代表者の役職・氏名 



  ⑶ 住  所  

  ⑷  資本金の額 

  ⑸ 主たる事業 

  ⑹ 営業所の所在地 

  ⑺ 役職員総数       名 

  ⑻ 申請者との関係 

２．沿革  

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

  ⑵  設立の経緯及び設立後の沿革 

 

（日本工業規格Ａ４）

（別紙２） 

海外子会社等の概要及び沿革 

１．概要 

  ⑴ 商  号  

  ⑵ 代表者の役職・氏名 

  ⑶ 住  所  

  ⑷  資本金の額 

  ⑸ 主たる事業 

  ⑹ 営業所の所在地 

  ⑺  役職員        総数    名（役員   名、職員   名） 

        うち申請者からの出向者     名（役員   名、職員   名） 

  ⑻  申請者との関係 

２．沿革  

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

  ⑵  設立の経緯及び設立後の沿革  

  ⑶ 住  所  

  ⑷ 資本の額 

  ⑸ 主たる事業 

  ⑹ 営業所の所在地 

  ⑺ 役職員総数       名 

  ⑻ 申請者との関係 

２．沿革  

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

  ⑵  設立の経緯及び設立後の沿革 

 

（日本工業規格Ａ４） 

（別紙２） 

海外子会社等の概要及び沿革 

１．概要 

  ⑴ 商  号  

  ⑵ 代表者の役職・氏名 

  ⑶ 住  所  

  ⑷ 資本の額 

  ⑸ 主たる事業 

  ⑹ 営業所の所在地 

  ⑺  役職員        総数    名（役員   名、職員   名） 

        うち申請者からの出向者     名（役員   名、職員   名） 

  ⑻ 申請者との関係 

２．沿革  

  ⑴  設立年月日及び設立時の事業 

  ⑵  設立の経緯及び設立後の沿革  
 

別紙様式第十八号ホ（第 27 条第３項関係） 

（日本工業規格Ａ４）

 

役 員 の 兼 職 及 び 兼 業 状 況 

 

氏名又は名称 申請会社にお 

ける役職名

代表権 

の有無 

常勤・非

常勤の別

兼職先の会社名及び役

職名又は兼業している

事業 

兼職先の会社

の主たる事業

      

      

      

      
  

 

別紙様式第十八号ホ（第 27 条第３項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

 

役 員 の 兼 職 及 び 兼 業 状 況 

 

氏  名 申請会社にお

ける役職名

代表権

の有無

常勤・非

常勤の別

兼職先の会社名及び役

職名又は兼業している

事業 

兼職先の会社 

の主たる事業 

      

      

      

      
  

  



別紙様式第二十二号（第 33 条関係） 

                         （日本工業規格Ａ４）

（第１面）

（略） 

 

（第２面）

（略） 

 

（第３面）

（略） 

 

（第４面）

（略） 

 

（第５面）

（略） 

 

（第６面）

Ⅱ 経 理 の 状 況 

（投資顧問業部門のみについて作成することが困難な場合には、全体の経理の状況を

記載して差し支えない。ただし、その場合には、その旨を欄外に注記すること。） 

 

               １．貸 借 対 照 表      

                年    月   日現在 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科目 当 期 前 期 科目 当 期 前 期

 流 動 資 産 千円 千円 流 動 負 債 千円 千円

  現金・預金      短期借入金   

  前払金      前受金   

  前払費用      前受収益   

  未収入金      未払金   

  未収収益      未払費用   

  有価証券      未払事業税   

  繰延税金資産      未払法人税等   

  その他      繰延税金負債   

  貸倒引当金 ▲  ▲   その他   

    固 定 負 債   

      長期借入金   

 固 定 資 産      退職給付引当金   

   有形固定資産      繰延税金負債   

別紙様式第二十二号（第 33 条関係） 

                         （日本工業規格Ａ４） 

（第１面） 

（略） 

 

（第２面） 

（略） 

 

（第３面） 

（略） 

 

（第４面） 

（略） 

 

（第５面） 

（略） 

 

（第６面） 

Ⅱ 経 理 の 状 況 

（投資顧問業部門のみについて作成することが困難な場合には、全体の経理の状況を

記載して差し支えない。ただし、その場合には、その旨を欄外に注記すること。） 

 

               １．貸 借 対 照 表      

                年    月   日現在 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科目 当 期 前 期 科目 当 期 前 期 

 流 動 資 産 千円 千円 流 動 負 債 千円 千円 

  現金・預金      短期借入金   

  前払金      前受金   

  前払費用      前受収益   

  未収入金      未払金   

  未収収益      未払費用   

  有価証券      未払事業税   

  繰延税金資産      未払法人税等   

  その他      繰延税金負債   

  貸倒引当金 ▲  ▲   その他   

    固 定 負 債   

      長期借入金   

 固 定 資 産      退職給付引当金   

   有形固定資産      繰延税金負債   



    建   物     その他   

    器具・備品    負 債 合 計   

    土   地   純 資 産 の 部 

    その他    株主資本   

   無形固定資産      資本金   

  投資その他の資

産 

     新株式申込証拠金   

   投資有価証券      資本剰余金   

長期差入保証

金 

       資本準備金   

     繰延税金資産        その他資本剰余金   

    その他      利益剰余金   

     貸倒引当金 ▲ ▲      利益準備金   

        その他利益剰余金   

          積立金   

        繰越利益剰余金   

      自己株式   

      自己株式申込証拠金   

        評価・換算差額等   

   その他有価証券評価

差額金 

  

      繰延ヘッジ損益   

      土地再評価差額金   

    新株予約権   

 繰 延 資 産    純資産合計   

 資 産 合 計    負債・純資産合計    

    建   物     その他   

    器具・備品    負 債 合 計   

    土   地   資 本 の 部 

    その他    資本金   

   無形固定資産    資本剰余金   

  投資等      資本準備金   

   投資有価証券      その他資本剰余金   

長期差入保証

金 

       減資差益   

     繰延税金資産        自己株式処分差益   

    その他    利益剰余金   

     貸倒引当金 ▲ ▲    利益準備金   

      任意積立金   

      当期未処分利益 

（又は当期未処理損

失） 

  

     

 

 

 

 

 

   (うち当期純利益(又

は当期純損失)) 

 

 

 

 

   土地再評価差額金   

    その他有価証券評価差

額金 

  

    自己株式   

 繰 延 資 産    資本合計   

 資 産 合 計    負債・資本合計   

 

 

（記載上の注意） 

  投資顧問業者が証券業を営む場合又は信託業務を営む場合若しくは法附則第三条第一

項の規定により信託業務を営む銀行が投資顧問業を営む場合は、この様式に代えて証券

取引等又は銀行法等に基づいて作成した別紙様式第 22 号第６面から第８面までに該当

する書類を提出することを妨げない。ただし、その場合は投資顧問料を当該書類に付記

すること。 

 

（記載上の注意） 

  投資顧問業者が証券業を営む場合又は信託業務を営む場合若しくは法附則第三条第一

項の規定により信託業務を営む銀行が投資顧問業を営む場合は、この様式に代えて証券

取引等又は銀行法等に基づいて作成した別紙様式第 22 号第６面から第９面に該当する

書類を提出することを妨げない。ただし、その場合は投資顧問料を当該書類に付記する

こと。 

 

（第７面）

２． 損 益 計 算 書 

自   年 月 日 

至   年 月 日 

金              額 
科       目 

当       期 前       期 

（第７面） 

２． 損 益 計 算 書 

自   年 月 日 

至   年 月 日 

金              額 
科       目 

当       期 前       期 



営業収益                 千円 千円

投資顧問料   

 その他   

営業収益計   

営業費用   

人件費   

不動産関係費   

租税公課   

通信交通費   

調査研究費   

広告宣伝費   

 その他   

営業費用計   

営業損益   

営業外収益   

受取利息   

有価証券売却益   

 その他   

営業外収益計   

営業外費用   

経常損益   

特別損益   

税引前当期純利益 

（又は税引前当期純損失） 

  

法人税等   

法人税等調整額   

当期純利益 

（又は当期純損失） 

  

 

営業収益                 千円 千円 

投資顧問料   

 その他   

営業収益計   

営業費用   

人件費   

不動産関係費   

租税公課   

通信交通費   

調査研究費   

広告宣伝費   

 その他   

営業費用計   

営業損益   

営業外収益   

受取利息   

有価証券売却益   

 その他   

営業外収益計   

営業外費用   

経常損益   

特別損益   

税引前当期純利益 

（又は税引前当期純損失） 

  

法人税等   

法人税等調整額   

当期純利益 

（又は当期純損失） 

  

前期繰越利益 

（又は前期繰越損失） 

  

当期未処分利益 

（又は当期未処理損失） 

  

 

（第８面）

３．株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 株主資本   

資本金 前期末残高   

 当期変動額 新株の発行  

 

  当期末残高   

 

（第８面） 

３．利 益 処 分 計 算 書 

自   年 月 日 

至   年 月 日 

科         目 金   額 備         考 

当期未処分利益 千円  



資本剰余金    

 資本準備金 前期末残高   

 当期変動額 新株の発行  

 当期末残高   

 その他資本剰余金 前期末残高及び当

期末残高   

資本剰余金合計 前期末残高   

 当期変動額  

 当期末残高   

利益剰余金    

 利益準備金 前期末残高   

 当期変動額 剰余金の配当に伴う積立て

 当期末残高  

 その他利益剰余金   

    XX 積立金 前期末残高及び 

当期末残高  

    繰越利益剰余金 前期末残高  

 当期変動額 剰余金の配当 

  当期純利益 

 当期末残高  

利益剰余金合計 前期末残高  

 当期変動額  

 当期末残高  

自己株式 前期末残高  

 当期変動額 自己株式の処分 

 当期末残高  

株主資本合計 前期末残高  

 当期変動額  

 当期末残高  

評価・換算差額等   

 

その他有価証券評価

差 前期末残高  

 額金 当期変動額(純額)  

  当期末残高  

 繰延ヘッジ損益 前期末残高  

  当期変動額(純額)  

××準備金取崩し   

その他   

計   

上記金額の処分   

利益準備金   

配当金  １株当たり配当額  現金  円 

株式  円 

役員賞与金   

 その他   

計   

次期繰越利益   

    



  当期末残高  

 評価・換算差額等合計前期末残高  

  当期変動額  

  当期末残高  

新株予約権 前期末残高  

  当期変動額(純額)  

  当期末残高  

純資産合計 前期末残高  

  当期変動額  

  当期末残高   
 

（削る） 

 

（第９面） 

４．損 失 処 理 計 算 書 

自   年 月 日 

至   年 月 日 

科         目 金   額 備          考 

当期未処理損失 千円  

上記金額の処理   

利益準備金取崩し   

 資本準備金取崩し   

 その他   

計   

次期繰越損失    
（記載上の注意）［第６面から第８面まで］ 

  １ 当該事業年度に係る株主総会等で承認された内容を記載すること。 

  ２ （略） 

 （記載上の注意）［第６面から第９面まで］ 

  １ 当該営業年度に係る株主総会等で承認された内容を記載すること。 

  ２ （略） 

 


